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別記様式第 2 号 別添 

浜の活力再生プラン 

（第２期） 

１ 地域水産業再生委員会 

再生委員会の構成員 種市南漁業協同組合、小子内浜漁業協同組合、玉川浜漁業協同組合、戸

類家漁業協同組合、種市漁業協同組合、洋野町 

オブザーバー 岩手県（県北広域振興局水産部） 

※再生委員会の規約及び推進体制の分かる資料を添付すること

対象となる地域の範囲

及び漁業の種類 

１．対象となる地域 

  岩手県 洋野町種市地域 

２．漁業の種類 

  採介藻漁業者   520 名 

定置漁業者   6 か統 従事者 37 名 

漁船漁業者    93 名 

潜水漁業者    2 名 

（５漁協計 正組合員 520 名、准組合員 169 名） 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

洋野町は、岩手県最北端に位置しており、青森県との県境に接している町である。種市地域は

町の東側一帯であり、太平洋に面している。種市地域は湾などの静穏域がなく外海に面している

こと、遠浅の平岩盤が広がっていることなどから県内の他地域とは異なり、養殖業はほとんど行

われていない。種市地域には、５つの漁業協同組合が存在する。また、一部の漁協には地区ごと

の下部組織があり、地区の組織ごとに資源管理等の取組が行われている。 

洋野町における地域と漁協、地区の関係 

市町村 地域 漁協 地区 

洋野町 種市地域 種市漁協 角浜 

平内 

川尻 

種市 

鹿糠 

玉川浜漁協 玉川 

戸類家漁協 戸類家 

種市南漁協 宿戸 

八木 

有家 

中野 

小子内浜漁協 小子内 

大野地域 

組織名 種市地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 金澤 秀男（種市漁業協同組合代表理事組合長） 



2 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災の津波によりウニ・アワビの漁場や加工施設、ふ

化場も甚大な被害を受けたものの、国の支援事業等により漁船や定置網、関連施設等の復旧は令

和 2 年度までに完了した。 

種市地域の生産者の大部分は、主にウニ、アワビを対象とした素潜りによる採介藻漁業を営ん

でおり、一部では、カゴや刺し網などの漁船漁業も営まれている。また、漁協自営によるサケを

対象とした定置網漁業も行われている。令和元年度における種市地域の水揚金額の 66％がアワ

ビ、ウニ等の採介藻漁業、18％が定置網漁業で占められており、あわせると水揚金額の 80％以上

を占める。 

種市地域の特産品はウニであり、種市地域の５漁協、飲食店、観光業者が連携して、ウニの魅

力発信とブランド化を推進するための組織「種市ウニぷろじぇくと」を立ち上げ、毎年「種市ウ

ニまつり」等のイベントを開催している。

種市地域の特徴として、海岸に干潮時に干出する広大な岩盤帯があげられる。岩盤には、沿整

事業等により、幅 ４ｍ、深さ １ｍ程度の「増殖溝」と呼ばれる溝が掘られている。この増殖溝

には潮流によりコンブ等の餌料海藻が流入するようになっており、効率的なウニ増殖が可能にな

っている。生産者は、９月～11 月にかけて沖合の水深 20ｍ付近の漁場に生息する身の少ないウ

ニを餌の豊富な増殖溝とその周辺の漁場に移殖し、翌年、身の肥えたウニを漁獲している。一方

で、近年の海水温の上昇等により漁場周辺の餌料海藻が減少しており、ウニの種苗放流、移殖放

流に加え、餌料対策について取り組んでいく必要がある。 

また、アワビについても、これまで積極的に種苗放流に取り組んできたところであるが、震災

により種苗生産施設である岩手県栽培漁業協会の種苗生産が停止したため、平成 26 年度まで震

災前レベルの種苗放流ができなかったことから、漁獲量が減少している。また、種苗生産サイズ

の見直しにより、配布される放流種苗のサイズが小さくなっており、種苗放流場所の厳選や、中

間育成などの取り組みにより、放流効果の向上を図っていく必要がある。 

サケは、地域内にふ化場が 1 箇所あり、種苗生産、放流を行っているが、震災後は、親魚の回

帰が不安定となっており、種苗生産に用いる種卵の確保に支障が出ている状況となっている。 

（２）その他の関連する現状等

洋野町の人口は減少傾向にあり、平成 18 年の合併時に 20,879 人であったが平成 27 年度には

16,693 人まで減少している。2040 年には 10,272 人まで減少するとされている。 

当地域において、人口減少対策は喫緊の課題であり、町でも子育てや移住・定住交流対策を展

開し、地域活性化や移住・定住促進などを進めている。 

さらに、種市地域は第 1 次産業への依存度が高く、地域の基幹産業となっていることから、漁

業の盛衰が直接的に地域産業及び経済に影響を与える状況となっている。 

種市地域の特産品はウニであり、種市産ウニのブランド力の向上・消費拡大のため、漁業者や

販売、加工業者、観光業者と町などで構成する団体「種市ウニぷろじぇくと」を組織し、積極的

な PR に努めている。 

このほか、アワビや秋サケなど、岩手県水産技術センターや岩手県栽培漁業協会などの関係機

関と連携を図りながら稚貝や稚魚の放流を行うなど、資源管理に努めながら安定的な生産量の確

保に取り組んでいるところである。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－１ アワビ・ウニの資源管理（継続） 

 ５漁協と漁業者は、アワビ種苗の放流を継続して行い、漁獲量の回復を図る。また、種市

南漁協及び小子内浜漁協はアワビ種苗の一部を中間育成し、より生残率の高い大型個体の放

流を行う。アワビの漁獲に際しては混獲率調査を実施し、資源状況の把握に努める。（年次

による取組に変化は無いが、収入増加効果が大きいため、具体的な取組内容に記載） 

５漁協と漁業者は、ウニの種苗放流を継続して行い、漁獲量を維持させるとともに、漁期

（概ね５～８月）終了後に深場から餌料の豊富な漁場への移殖を行うことで、ウニの身入り

向上を図る。また、養殖コンブ等の給餌体制を拡大することで、天然餌料に左右されないウ

ニの身入りの安定化を図る。（改善実施のため、具体的な取組内容に記載）

１－２ 生産・管理体制の維持（継続） 

種市南漁協では、地区外の漁業者への作業委託体制を拡充していくことで、ウニ移殖作業

に必要な人員を確保する。また、５漁協は必要な潜水士育成や機器整備についても引き続き

実施していく。（作業委託体制の拡充について、経費削減の取組として具体的な取組内容に

記載） 

１－３ サケ稚魚の放流（継続） 
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さけふ化場を共同運営する２漁協（種市南漁協、小子内浜漁協）は、海産親魚などの利用

により従来の放流尾数を維持しつつ、種卵の消毒の導入などによる健苗性の向上により、サ

ケの回帰率向上を目指す。（改善実施のため、具体的な取組内容に記載） 

 

【２ 地域水産物の付加価値向上】 

２－１ 生ウニの衛生品質管理（継続） 

   漁業者は、衛生的な作業着の着用、殺菌海水の使用、保冷材等による水温 10℃以下の低温

管理を引き続き実施する。また、５漁協はウニむきを行う共同作業場や冷蔵庫、海水冷却装

置などの更新や、作業場へ空調設備を導入し閉鎖化することなどについて検討し、必要な整

備を行う。（改善実施のため、具体的な取組内容に記載） 

２－２ 直売会等の開催（継続） 

   直売会や種市ウニまつりは県外からのリピーターも多く、洋野町のウニの知名度向上に大

きく貢献していることや、担い手育成や雇用などの波及効果も大きいことから、直売会を主

催する種市南漁協や種市ウニまつりを主催する洋野町は、引き続きイベントを実施する。 

   一方で、令和２年度は新型コロナ対策によりこれらイベントの開催を見送ったことから、

イベントを主催する漁協や町は、新しいイベントのあり方を検討する。（改善実施のため、

具体的な取組内容に記載） 

２－３ 消費拡大、付加価値向上の取組（新規） 

   ウニはこれまで夏期にのみ出荷していたが、一部の餌料環境の良い増殖溝を利用すれば、

冬期においても十分な身入りで出荷可能であることがわかっている。年末は需要に対して供

給が少なく価格が高騰することから、種市南漁協は高価格の年末出荷を拡大する。 

   種市地域のウニについて、GI 登録や水産エコラベルの取得を行うことで、さらなる知名

度・付加価値の向上が期待されるため、５漁協及び町はこれらの登録・取得について検討し、

必要な手続き等を行う。（新規の取組のため、具体的な取組内容に記載） 

 

【３ 担い手対策】 

３－１ 新規就業者の募集、町奨励金の活用（継続） 

５漁協は就業希望者を募集するとともに、町の漁業就業者支援奨励金を活用し、就業にか

かる初期投資の軽減を図る。（年次による取組に変化は無いため、具体的な取組内容に記載

しない） 

３－２ 講習会や研修会の実施（継続） 

   ５漁協は新規就業者に対する潜水士講習や潜水漁業者向けの安全講習を実施する。また、

研修会等による必要な知識の習得も引き続き行う。（年次による取組に変化は無いため、具

体的な取組内容に記載しない） 

３－３ 小中学生等への体験学習（継続） 

   漁業者で組織する研究会は、町内の小学生への体験学習として磯生物の観察会を実施す

る。また、中学生の漁業体験として、統合後の中学校の生徒を対象とするサケトバづくり体

験やウニ漁獲加工実習、直売会などでの販売体験などを実施する。（改善実施のため、具体

的な取組内容に記載） 

 

【４ 労働環境の改善】 

   定置網を経営する２漁協は、WIB 認証を取得していない定置についても認証を取得すると

ともに、認証に基づく継続的なカイゼンと研修会などを実施していく。 

   また、サケの水揚げが減少していることから、種市南漁協は、定置網の雇用や収入の維持

のため、これまで９月開始であった操業期間を試験的に８月に前倒しを行う。（改善実施の

ため、具体的な取組内容に記載） 
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【５ 漁業経営安定対策】 

漁業コスト削減対策として、次の取り組みを実施する。（年次による取組に変化は無いが、

経費節減効果が大きいため、具体的な取組内容に記載） 

（１）漁業者は、省エネ機器の導入事業を活用して燃油消費量の少ない最新機関への換装に

取組み、経費削減を図る。 

（２）漁業者は、減速航行や漁場情報の共有及び定期的な上架による船底清掃の実施や不要

な積荷を減らすことにより、燃油消費量の抑制に努める。 

（３）５漁協は、燃油高騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セーフティーネ

ット構築事業への加入を組合員へ積極的に推進する。 

 

 

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

５漁協で策定した資源管理計画に基づく自主的管理措置を確実に実施する。 

アワビ漁業については、自主的管理措置で 11 月１日から２月末日までの 20 日間以内の操業と

している。定置漁業については、自主的管理措置で操業期間を短縮している。（「４－２ 定置網

漁業の労働環境の改善」における期間前倒しは自主的管理措置の範囲内での取り組み） 

 

（４） 具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

 １年目（令和３年度） 以下の取組により漁業所得を基準年から７．１％向上させる。 

漁 業 収

入 向 上

の た め

の取組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－１ アワビ・ウニの資源管理 

   ５漁協及び漁業者は、アワビ種苗の放流を継続して行う。アワビの漁獲に際し

ては混獲率調査を実施し、資源状況の把握に努める。種市南漁協及び小子内浜漁

協は、アワビ種苗の一部を中間育成し、より生残率の高い大型個体の放流を行う。 

５漁協及び漁業者はウニの種苗放流及び移殖を行い、ウニの漁獲量の安定を図

る。また、他市町村で委託生産した餌料コンブなど地域外から餌料海藻を供給す

る体制を拡充する。 

１－３ サケ稚魚の放流 

ふ化場を運営する２漁協は、必要に応じて海産親魚などを利用することにより

種卵を確保し、計画放流尾数（750 万尾）を維持する。採卵に際しては吸水前洗

卵による冷水病の予防を行い、健苗性の向上を図る。 

 

【２ 地域水産物の付加価値向上】 

２－１ 生ウニの衛生品質管理 

   漁業者は、衛生的な作業着の着用、殺菌海水の使用、保冷材等による水温 10℃

以下の低温管理を引き続き実施する。また、５漁協は、ウニむきを行う共同作業

場や冷蔵庫、海水冷却装置などの更新や、作業場へ空調設備を導入し閉鎖化する

ことなどについて検討する。 

２－２ 直売会等の開催 

   ５漁協及び洋野町は、感染症防止対策をした種市ウニまつりの開催を検討し、

実施する。また、種市南漁協は、感染症防止対策をした直売会の開催を検討し、

実施する。 

２－３ 消費拡大、付加価値向上の取組 

   種市南漁協は、ウニの年末出荷を拡大する。また、５漁協及び町はウニの GI

登録や水産エコラベルの登録・取得について検討する。 
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【３ 担い手対策】 

３－３ 小中学生等への体験学習 

   漁業者で組織する研究会は、町内の小学生の磯観察会を実施する。また、中学

生の漁業体験として、統合後の中学校の生徒を対象とするサケトバづくり体験や

ウニ漁獲加工実習、直売会などでの販売体験などを実施する。 

 

【４ 労働環境の改善】 

   WIB 認証を取得していない定置網を経営する漁協は、WIB 認証を検討する。 

WIB 認証を取得済みの定置網を経営する漁協は、認証に基づく継続的なカイゼ

ンと研修会などを実施する。 

   種市南漁協は、定置網の雇用や収入の維持のため、試験的に操業期間の前倒し

を行う。 

    

漁 業 コ

ス ト 削

減 の た

め の 取

組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－２ 生産・管理体制の維持 

   種市南漁協は、地区間の連携による潜水作業委託体制を拡充し、これまで外部

の潜水業者に委託していた漁場管理等に係る費用の削減を図る。 

【５ 漁業経営安定対策】 

（１）漁業者は、省エネ機器の導入事業を活用して燃油消費量の少ない最新機関

への換装に取組み、経費削減を図る。 

（２）漁業者は、減速航行や漁場情報の共有及び定期的な上架による船底清掃の

実施や不要な積荷を減らすことにより、燃油消費量の抑制に努める。 

（３）５漁協は、燃油高騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セー

フティーネット構築事業への加入を組合員へ積極的に推進する。 

 

活 用 す

る 支 援

措置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

・地域再生営漁活動支援事業（県） 

 

 ２年目（令和４年度） 以下の取組により漁業所得を基準年から８．６％向上させる。 

漁 業 収

入 向 上

の た め

の取組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－１ アワビ・ウニの資源管理 

   ５漁協及び漁業者は、アワビ種苗の放流を継続して行う。種市南漁協及び小子

内浜漁協は、アワビ種苗の一部を中間育成し、より生残率の高い大型個体の放流

を行う。アワビの漁獲に際しては混獲率調査を実施し、資源状況の把握に努める。 

５漁協及び漁業者は、ウニの種苗放流及び移殖を行い、ウニの漁獲量の安定を

図る。また、他市町村で委託生産した餌料コンブなど地域外から餌料海藻を供給

する体制を拡充する。 

１－３ サケ稚魚の放流 

ふ化場を運営する２漁協は、必要に応じて海産親魚などを利用することにより

種卵を確保し、計画放流尾数（750 万尾）を維持する。採卵に際しては吸水前洗

卵による冷水病の予防を行い、健苗性の向上を図る。 

 

【２ 地域水産物の付加価値向上】 

２－１ 生ウニの衛生品質管理 
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   漁業者は、衛生的な作業着の着用、殺菌海水の使用、保冷材等による水温 10℃

以下の低温管理を引き続き実施する。また、５漁協は、ウニむきを行う共同作業

場や冷蔵庫、海水冷却装置などの更新や、作業場へ空調設備を導入し閉鎖化する

ことなどについて、検討結果を踏まえて整備計画を策定する。 

２－２ 直売会等の開催 

   ５漁協及び洋野町は、感染症防止対策をした種市ウニまつりを開催する。種市

南漁協は、感染症防止対策をした直売会を開催する。また、これらのイベントに

ついて、宅配等による会場に訪れなくても参加できるような開催方法について検

討する。 

２－３ 消費拡大、付加価値向上の取組 

   種市南漁協はウニの年末出荷を拡大する。また、５漁協及び洋野町は、ウニの

GI 登録や水産エコラベルの登録・取得について検討する。 

 

【３ 担い手対策】 

３－３ 小中学生等への体験学習 

   漁業者で組織する研究会は、町内の小学生の磯観察会を実施する。また、中学

生の漁業体験として、統合後の中学校の生徒を対象とするサケトバづくり体験や

ウニ漁獲加工実習、直売会などでの販売体験などを実施する。 

 

【４ 労働環境の改善】 

   WIB 認証を取得していない定置網を経営する漁協は、WIB 認証を取得する。 

WIB 認証を取得済みの定置網を経営する漁協は、認証に基づく継続的なカイゼ

ンと研修会などを実施する。 

   種市南漁協は、定置網の雇用や収入の維持のため、試験的に操業期間の前倒し

を行う。 

 

漁 業 コ

ス ト 削

減 の た

め の 取

組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－２ 生産・管理体制の維持 

   種市南漁協は、地区間の連携による潜水作業委託体制を拡充し、これまで外部

の潜水業者に委託していた漁場管理等に係る費用の削減を図る。 

【５ 漁業経営安定対策】 

（１）漁業者は、省エネ機器の導入事業を活用して燃油消費量の少ない最新機関

への換装に取組み、経費削減を図る。 

（２）漁業者は、減速航行や漁場情報の共有及び定期的な上架による船底清掃の

実施や不要な積荷を減らすことにより、燃油消費量の抑制に努める。 

（３）５漁協は、燃油高騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セー

フティーネット構築事業への加入を組合員へ積極的に推進する。 

 

活 用 す

る 支 援

措置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

・地域再生営漁活動支援事業（県） 

 

 ３年目（令和５年度） 以下の取組により漁業所得を基準年から９．１％向上させる。 

漁 業 収

入 向 上

の た め

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－１ アワビ・ウニの資源管理 

   ５漁協及び漁業者は、アワビ種苗の放流を継続して行う。種市南漁協及び小子
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の取組 内浜漁協は、アワビ種苗の一部を中間育成し、より生残率の高い大型個体の放流

を行う。アワビの漁獲に際しては混獲率調査を実施し、資源状況の把握に努める。 

５漁協及び漁業者は、ウニの種苗放流及び移殖を行い、ウニの漁獲量の安定を

図る。また、他市町村で委託生産した餌料コンブなど地域外から餌料海藻を供給

する体制を拡充する。 

１－３ サケ稚魚の放流 

ふ化場を運営する２漁協は、必要に応じて海産親魚などを利用することにより

種卵を確保し、計画放流尾数（750 万尾）を維持する。採卵に際しては吸水前洗

卵による冷水病の予防を行い、健苗性の向上を図る。 

 

【２ 地域水産物の付加価値向上】 

２－１ 生ウニの衛生品質管理 

   漁業者は、衛生的な作業着の着用、殺菌海水の使用、保冷材等による水温 10℃

以下の低温管理を引き続き実施する。また、５漁協は、ウニむきを行う共同作業

場や冷蔵庫、海水冷却装置などの更新や、作業場へ空調設備を導入し閉鎖化する

ことなどについて、整備計画に基づく施設整備を行う。 

２－２ 直売会等の開催 

   ５漁協及び洋野町は、感染症防止対策をした種市ウニまつりを開催する。種市

南漁協は、感染症防止対策をした直売会を開催する。また、これらのイベントに

ついて、宅配等による会場に訪れなくても参加できるような開催方法について試

験的に実施する。 

２－３ 消費拡大、付加価値向上の取組 

   種市南漁協は、ウニの年末出荷を拡大する。また、洋野町は、ウニの GI 登録

や水産エコラベルの登録・取得について、検討の結果取得すべきとされた場合に

は必要な申請を行う。 

 

【３ 担い手対策】 

３－３ 小中学生等への体験学習 

   漁業者で組織する研究会は、町内の小学生の磯観察会を実施する。また、中学

生の漁業体験として、統合後の中学校の生徒を対象とするサケトバづくり体験や

ウニ漁獲加工実習、直売会などでの販売体験などを実施する。 

 

【４ 労働環境の改善】 

定置網を経営する２漁協は、WIB 認証に基づく継続的なカイゼンと研修会など

を実施する。 

   種市南漁協は、定置網の雇用や収入の維持のため、試験的に操業期間の前倒し

を行う。 

 

漁 業 コ

ス ト 削

減 の た

め の 取

組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－２ 生産・管理体制の維持 

   種市南漁協は、地区間の連携による潜水作業委託体制を拡充し、これまで外部

の潜水業者に委託していた漁場管理等に係る費用の削減を図る。 

【５ 漁業経営安定対策】 

（１）漁業者は、省エネ機器の導入事業を活用して燃油消費量の少ない最新機関

への換装に取組み、経費削減を図る。 

（２）漁業者は、減速航行や漁場情報の共有及び定期的な上架による船底清掃の
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実施や不要な積荷を減らすことにより、燃油消費量の抑制に努める。 

（３）５漁協は、燃油高騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セー

フティーネット構築事業への加入を組合員へ積極的に推進する。 

 

活 用 す

る 支 援

措置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

・水産業強化支援事業（浜の活力再生・成長促進交付金）（国） 

・地域再生営漁活動支援事業（県） 

 

 ４年目（令和６年度） 以下の取組により漁業所得を基準年から９．９％向上させる。 

漁 業 収

入 向 上

の た め

の取組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－１ アワビ・ウニの資源管理 

   ５漁協及び漁業者は、アワビ種苗の放流を継続して行う。種市南漁協及び小子

内浜漁協は、アワビ種苗の一部を中間育成し、より生残率の高い大型個体の放流

を行う。アワビの漁獲に際しては混獲率調査を実施し、資源状況の把握に努める。 

５漁協及び漁業者は、ウニの種苗放流及び移殖を行い、ウニの漁獲量の安定を

図る。また、他市町村で委託生産した餌料コンブなど地域外から餌料海藻を供給

する体制を拡充する。 

１－３ サケ稚魚の放流 

ふ化場を運営する２漁協は、必要に応じて海産親魚などを利用することにより

種卵を確保し、計画放流尾数（750 万尾）を維持する。採卵に際しては吸水前洗

卵による冷水病の予防を行い、健苗性の向上を図る。 

 

【２ 地域水産物の付加価値向上】 

２－１ 生ウニの衛生品質管理 

   漁業者は、衛生的な作業着の着用、殺菌海水の使用、保冷材等による水温 10℃

以下の低温管理を引き続き実施する。また、５漁協は、ウニむきを行う共同作業

場や冷蔵庫、海水冷却装置などの更新や、作業場へ空調設備を導入し閉鎖化する

ことなどについて、整備計画に基づく施設整備を行う。 

２－２ 直売会等の開催 

   ５漁協及び洋野町は、感染症防止対策をした種市ウニまつりを開催する。種市

南漁協は、感染症防止対策をした直売会を開催する。また、宅配等による会場に

訪れなくても参加できるような開催方法について、引き続き実施すべきとされた

場合には、継続して実施する。 

２－３ 消費拡大、付加価値向上の取組 

   種市南漁協は、ウニの年末出荷を拡大する。また、ウニの GI 登録や水産エコ

ラベルについて取得された場合には、洋野町やイベントを実施する漁協では、種

市ウニまつりや直売会などでそれを使った販促を行う。 

 

【３ 担い手対策】 

３－３ 小中学生等への体験学習 

   漁業者で組織する研究会は、町内の小学生の磯観察会を実施する。また、中学

生の漁業体験として、統合後の中学校の生徒を対象とするサケトバづくり体験や

ウニ漁獲加工実習、直売会などでの販売体験などを実施する。 

 

【４ 労働環境の改善】 

定置網を経営する２漁協は、WIB 認証に基づく継続的なカイゼンと研修会など
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を実施する。 

   種市南漁協は、試験的に実施した操業期間の前倒しについて経費と収益との比

較を行い、継続して実施すると判断された場合には継続して実施する。 

 

漁 業 コ

ス ト 削

減 の た

め の 取

組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－２ 生産・管理体制の維持 

   種市南漁協は、地区間の連携による潜水作業委託体制を拡充し、これまで外部

の潜水業者に委託していた漁場管理等に係る費用の削減を図る。 

【５ 漁業経営安定対策】 

（１）漁業者は、省エネ機器の導入事業を活用して燃油消費量の少ない最新機関

への換装に取組み、経費削減を図る。 

（２）漁業者は、減速航行や漁場情報の共有及び定期的な上架による船底清掃の

実施や不要な積荷を減らすことにより、燃油消費量の抑制に努める。 

（３）５漁協は、燃油高騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セー

フティーネット構築事業への加入を組合員へ積極的に推進する。 

 

活 用 す

る 支 援

措置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

・水産業強化支援事業（浜の活力再生・成長促進交付金）（国） 

・地域再生営漁活動支援事業（県） 

 

５年目（令和７年度） 以下の取組により漁業所得を基準年から１１．１％向上させる。 

漁 業 収

入 向 上

の た め

の取組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－１ アワビ・ウニの資源管理 

   ５漁協及び漁業者は、アワビ種苗の放流を継続して行う。種市南漁協及び小子

内浜漁協は、アワビ種苗の一部を中間育成し、より生残率の高い大型個体の放流

を行う。アワビの漁獲に際しては混獲率調査を実施し、資源状況の把握に努める。 

５漁協及び漁業者は、ウニの種苗放流及び移殖を行い、ウニの漁獲量の安定を

図る。また、他市町村で委託生産した餌料コンブなど地域外から餌料海藻を供給

する体制を拡充する。 

１－３ サケ稚魚の放流 

ふ化場を運営する２漁協は、必要に応じて海産親魚などを利用することにより

種卵を確保し、計画放流尾数（750 万尾）を維持する。採卵に際しては吸水前洗

卵による冷水病の予防を行い、健苗性の向上を図る。 

 

【２ 地域水産物の付加価値向上】 

２－１ 生ウニの衛生品質管理 

   漁業者は、衛生的な作業着の着用、殺菌海水の使用、保冷材等による水温 10℃

以下の低温管理を引き続き実施する。また、５漁協は、ウニむきを行う共同作業

場や冷蔵庫、海水冷却装置などの更新や、作業場へ空調設備を導入し閉鎖化する

ことなどについて、整備計画に基づく施設整備を行う。 

２－２ 直売会等の開催 

   ５漁協及び洋野町は、感染症防止対策をした種市ウニまつりを開催する。種市

南漁協は、感染症防止対策をした直売会を開催する。また、宅配等による会場に

訪れなくても参加できるような開催方法について、引き続き実施すべきとされた

場合には、継続して実施する。 

２－３ 消費拡大、付加価値向上の取組 
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種市南漁協は、ウニの年末出荷を拡大する。また、ウニの GI 登録や水産エコ

ラベルについて取得された場合には、洋野町やイベントを実施する漁協では、種

市ウニまつりや直売会などでそれを使った販促を行う。 

【３ 担い手対策】 

３－３ 小中学生等への体験学習 

 漁業者で組織する研究会は、町内の小学生の磯観察会を実施する。また、中学

生の漁業体験として、統合後の中学校の生徒を対象とするサケトバづくり体験や

ウニ漁獲加工実習、直売会などでの販売体験などを実施する。

【４ 労働環境の改善】 

定置網を経営する２漁協は、WIB 認証に基づく継続的なカイゼンと研修会など

を実施する。 

種市南漁協は、試験的に実施した操業期間の前倒しについて経費と収益との比

較を行い、継続して実施すると判断された場合には継続して実施する。 

漁 業 コ

ス ト 削

減 の た

め の 取

組 

【１ つくり・育てる漁業の推進】 

１－２ 生産・管理体制の維持 

種市南漁協は、地区間の連携による潜水作業委託体制を拡充し、これまで外部

の潜水業者に委託していた漁場管理等に係る費用の削減を図る。 

【５ 漁業経営安定対策】 

（１）漁業者は、省エネ機器の導入事業を活用して燃油消費量の少ない最新機関

への換装に取組み、経費削減を図る。 

（２）漁業者は、減速航行や漁場情報の共有及び定期的な上架による船底清掃の

実施や不要な積荷を減らすことにより、燃油消費量の抑制に努める。 

（３）５漁協は、燃油高騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セー

フティーネット構築事業への加入を組合員へ積極的に推進する。

活 用 す

る 支 援

措置等 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

・水産業強化支援事業（浜の活力再生・成長促進交付金）（国）

・地域再生営漁活動支援事業（県）

（５）関係機関との連携

 本浜プランに掲げた各取組は、岩手県、岩手県漁業協同組合連合会その他専門機関との協力の

もと実施する。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上

10％以上 

基準年 平成 27～令和元年度５中３平均： 

漁業所得（種市地域総額）円 

目標年 令和７年度： 

漁業所得（種市地域総額）円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

算出方法の詳細は別添資料のとおり。 
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（３）所得目標以外の成果目標

アワビ漁獲量の増大 基準年 H28～H30 平均：32.6 トン 

目標年 令和７年度：38.2 トン 

（４） 上記の算出方法及びその妥当性

目標とする所得は、単価の変動に左右されることから、プランの着実な実行による水揚げの増

産を測る指標としてアワビ漁獲量を設定した。 

基準年の漁獲量は所得目標と同様の H28～H30 の平均であり、安定的な放流を継続することで

放流貝の漁獲加入により約5.6トンの水揚げ増が期待できることから、妥当な設定と考えられる。 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

漁業経営セーフティーネ

ット構築等事業（国） 

燃油高騰の影響緩和が図られ、漁業経営の安定に繋がることから、

浜の活力再生プランの効果が高められる。 

水産業強化支援事業（浜の

活力再生・成長促進交付

金）（国） 

ウニむき身作業の衛生管理において、衛生的な作業着の着用等のソ

フト対策と併せ、必要な衛生管理施設の整備を行うことで、浜の活

力再生プランの効果が高められる。 

地域再生営漁活動支援事

業（県） 

人づくり、場づくり、価値づくりの視点で各種事業を展開すること

で、浜の活力再生プランの効果が高められる。 
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